
事業番号 - - -

（ ）

当交付金は、各都道府県の介護保険事業計画に基づいて、介護サービスの増加を図るために必要な交付金であり、各都道府県の要望に応えた結果、令和４年度における執行率は
100％であった。

令和6年度要求

-

-

-

48,944

都道府県が、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律に基づき作成した都道府県計画に基づき、介護施設の整備等に関する事業や介護
従事者の確保に関する事業を行う。

活動目標及び活動実績

　

　

　

(目)

活動目標 活動指標

医療介護提供体制推進交付金

その他

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
68%

主な増減理由（・要望額・予備費）

100%

令和6年度要求

事業概要URL -

↓

(項)
令和5・6年度

予算内訳
（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 48,944

活動内容①
（アクティビティ）

48,944

196%

(G)/(F) 77% 97% 100%

介護保険制度運営推進費

単位 令和2年度

2023 厚労 22 0865

厚生労働省

政策
基本目標Ⅹ　高齢者ができる限り自立し、住み慣れた地域で自分らしく、安心して暮らせる社会づく
りを推進すること

事業の目的
（5行程度以内）

団塊の世代全てが75歳以上となる2025年、また団塊ジュニアが65歳以上となり高齢者数がピークを迎える2040年代を見据えて、今後急増する高齢単身世帯、夫婦のみの世帯、認
知症高齢者等が可能な限り住み慣れた地域において継続して日常生活を営むことを可能とするため、地域密着型サービス（介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第１４項に規
定する地域密着型サービスをいう。）等、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進することを目的とする。

高齢者支援課
認知症施策・地域介護推進課

高齢者支援課長　峰村 浩司
認知症施策・地域介護推進課長　和田 幸典

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律第６
条

関係する
計画、通知等

・医療介護提供体制改革推進交付金、地域医療対策支援臨時特例交付金及び地域介
護対策支援臨時特例交付金の運営について（令和5年1月24日医政発0124第4号厚生
労働省医政局長、老発0124第1号厚生労働省老健局長、保発0124第3号厚生労働省
保険局長）等

事業名 医療･介護サｰビスの提供体制改革のための基金 担当部局庁 老健局 作成責任者

事業開始年度

施策 介護保険制度の適切な運営を図り、介護分野における生産性の向上等により、質・量両面にわたり介護サービス基盤の整備を
図ること（施策目標Ⅹ－１－４）

政策体系・評価書URL

主要経費 介護給付費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mhlw.go.jp/wp/seisaku/hyouka/r04_jizenbunseki.html

国負担2/3・都道府県負担1/3

平成２７年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

269 -

補正予算（B) - - -

-

-

48,944

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 54,944 54,944 54,944 48,944 48,944

48,961 54,944 53,102

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

地域包括ケアシステムの構築に向けて、各都道府県計画に基づき、地域密着型サービス等、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備の促進や「参入促進」・「資質の向
上」・「労働環境・処遇の改善」に資する事業を支援する。
　○地域密着型サービス施設等整備助成事業
　○介護施設等の施設開設準備経費等支援事業
　○既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業　等
　○多様な人材の参入促進、資質の向上、労働環境・処遇の改善の観点から介護従事者の確保対策を推進する。
補助率：国２／３、都道府県１／３

実施方法 交付

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 37,622 54,875 107,777

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

48,961 56,786 107,777 49,213

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) ▲ 54,944 ▲ 53,102 ▲ 269 -

48,944

-



成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

-

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

国が具体的な数値目標を立てるのではなく、各都道府県が策定した都道府県計画に基づき整備を行っているため。

施設等 1,950 1,133

目標値 施設等 4,674 2,372 4,018

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

-

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

各都道府県が策定した都道府県計画に基づき、予算の範囲内で整備に必要な費用の交付を行った。

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 施設等

- -

3,9504,674

施設等 1,133基金を活用した地域密着型介護施設等
の整備数の増加

基金を活用した地域密着型介
護施設等の整備数

活動実績

5 年度

各都道府県が策定した都道府県計画
に基づき整備を行う地域密着型介護施
設等の整備数の増加

-

達成度 41.7

目標最終年度

47.8

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

アウトカム設定について
の説明

1,950

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

-

現状通り

現状通り

-

引き続き基金を活用し、各自治体における地域密着型特別養護老人ホーム等の整備を推進していくとともに、在宅・施設サービスを整備することにより、引き続き
「介護離職ゼロ」等に向けた取り組みを進めていくこととしたい。

-％

介護施設の整備等に関する事業や介護従事者の確保に関する事業を行うことにより、高齢者ができる限り自立し、住み慣れた地域で自分らしく、安心して暮らせる
社会づくりを推進できるため、成果目標として設定。

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

-

目標年度における効果測定に関する評価（令和6年度実施)

-
点検結果

各都道府県の介護保険事業計画に基づいて介護サービスの増加を図るために必要な交付
金であり、各都道府県の要望に応えた結果、令和４年度における執行率は100％である。

-

-

地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進するために必要な事業であり、引き続き、必要な予算を確保し、適正な執行に努めること。

外部有識者の所見

点検対象外

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

アクティビティである、都道府県計画に基づき介護施設の整備等に関する事業や介護従事者の確保に関する事業を行うことが、最終目標である、高齢者ができる限
り自立し住み慣れた地域で自分らしく安心して暮らせる社会づくりを推進することに直接結びつくため

-2,372 4,018

成果実績

集計中

集計中



-

平成26年度 -

備考

厚生労働省

平成24年度 -

平成25年度 -

新27-042

平成30年度 809

平成23年度 -

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 815

平成29年度 815

令和3年度 00

平成27年度

令和2年度 厚生労働省 0840

0916

令和4年度 2022 厚労 21

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

0919

2021 厚労

上記への対応状況

-

0820

-

A．各都道府県（47） 107,777百万円

厚生労働省 107,777百万円

【補助金等交付】

地域の実情に応じて各都道府県が策定した都道府県計画に基

づき、「医療・介護サービスの提供体制の改革」を推進する事業

を計画的に実施するための基金の造成に必要な経費を交付す

都道府県は、造成された基金を活用し、策定した都道府県計

画に基づいて、地域密着型サービス等、地域の実情に応じた

介護サービス提供体制の整備を行う。



　

支出先上位１０者リスト

A.

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

交付金 地域医療介護総合確保基金 12,151

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

計 12,151 計

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 大阪府 4000020270008
地域医療介護総合確保基金
の交付

12,151 補助金等交付 - - -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

- -

4 千葉県 4000020120006
地域医療介護総合確保基金
の交付

5,725 補助金等交付 - -

- - -

3 神奈川県 1000020140007
地域医療介護総合確保基金
の交付

8,774 補助金等交付 -

2 東京都 8000020130001
地域医療介護総合確保基金
の交付

11,389 補助金等交付

- - -

7 兵庫県 8000020280003
地域医療介護総合確保基金
の交付

4,707 補助金等交付 -

6 埼玉県 1000020110001
地域医療介護総合確保基金
の交付

4,723 補助金等交付

-

5 愛知県 1000020230006
地域医療介護総合確保基金
の交付

5,017 補助金等交付 - - -

-

9 北海道 7000020010006
地域医療介護総合確保基金
の交付

3,429 補助金等交付 - - -

- -

8 福岡県 6000020400009
地域医療介護総合確保基金
の交付

4,699 補助金等交付 - -

- - -10 京都府 2000020260002
地域医療介護総合確保基金
の交付

2,907 補助金等交付

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック


